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福島県の仮設住宅建設福島県の仮設住宅建設 

候補者 募• 3月20日 
– 避難者用住宅 

• 候補者の公募 
– 公募期間 

• 必要戸数：20,000戸 

– 空き家ストック 
営住宅

• 2011年4月11～18日 

– 求められる条件 
建設能力• 公営住宅：1,000戸

• 民営借家：5,000戸 
– 宅建協会

• 100戸以上の建設能力 

• 県内の業者 

• 実績宅建協会 

• 応急仮設住宅建設 
プレ協：10 000戸

• 実績

– 過去3年間に20戸以上 

– JVの場合は30戸以上 
– プレ協：10,000戸 

– 不足分：4,000戸 
• 一般公募

• 県産材を活用 

• 地元の雇用促進 

• 被災者の雇用• 般公募 • 被災者の雇用 
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応急仮設住宅建設候補者応急仮設住宅建設候補者 

体が 定され 福島 域会• 12団体が選定される 
– 木造：3,500戸 

• JIA福島地域会

– 三春町復興住宅つくる
会• 木造（軸組）2,780戸 

• 木造（パネル）220戸 

木造（丸太組）500戸

会：100戸
• 応募・設計・管理 

般社団法人日本 グ• 木造（丸太組）500戸 

– 鉄骨造：500戸 
• 鉄骨造（ユニット）150戸

– 一般社団法人日本ログ
ハウス協会東北支部：
500戸• 鉄骨造（ユニット）150戸 

• 鉄骨造（プレハブ）350戸 

 

500戸
• 応募・設計・管理 

– 社団法人福島県建設業
» 別添資料1参照 

 

社団法人福島県建設業
協会：1,300戸 

• 応募への一部協力 
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三春における応急仮設住宅建設三春における応急仮設住宅建設

経緯• 経緯 
– 4月1日 

• 4月13日 
– 第2回打合せ（はしもと住宅店） 

• JIA福島地域会で仮設住
宅建設を検討 

4月11日

– 5社参加でスタート 
• 代表： 

株 もと住宅店– 4月11日 
• 三春町長に応募に向け

ての報告 

   （株）はしもと住宅店 

• （有）サンワケン住宅 

• （有）信和創建
• 三春町に入札願いを出し

ている9社に声をかける 
夜三春の岩田家にて

• （有）信和創建 

• （有）宗像工務店 

• （株）渡伝組 
– 夜三春の岩田家にて

初回打合せ 

– 7社参加 

– 公募書類作成 
• 三春設計舎 
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三春における応急仮設住宅建設三春における応急仮設住宅建設

春 避難者• 4月18日 
– 福島県へ応募書類提出 

• 三春町への避難者 
– 富岡町 

• 4月22日 
– 福島県仮設住宅候補者

– 葛尾村 

• 三春町の対応福島県仮設住 候補者
決定通知を受け取る 

– 100戸分 
– 仮設住宅建設地の選定 

– 富岡町、葛尾村との協

• 福島県への要望 
– 三春町復興住宅つくる

富岡町、葛尾村との協
議 

• 選定地における戸数、入
居者数の協議

三春町復興住宅つくる
会分については、三春
町内で 

居者数の協議 
» 別添資料2参照 
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三春における応急仮設住宅建設三春における応急仮設住宅建設

富岡町入居 
名称 戸数 

葛尾村入居 
名称 戸数 

熊耳応急仮設住宅 86 

平沢応急仮設住宅 84 

三春の里応急仮設住宅 18

貝山応急仮設住宅 132 

旧中郷小学校応急仮設住宅 97（19） 

狐田応急仮設住宅 55三春の里応急仮設住宅 18 

もみじ山応急仮設住宅 34 

沢石応急仮設住宅 58

狐田応急仮設住宅 55 

斉藤場上田応急仮設住宅 16（16） 

中妻分館前応急仮設住宅 15（15）沢石応急仮設住宅 58 

柴原萩久保応急仮設住宅 50（50） 

計 330 

中妻分館前応急仮設住宅 15（15） 

斉藤里内応急仮設住宅 60 

過足寺ノ前応急仮設住宅 20 

鷹巣瀬山応急仮設住宅 23 

西方浮貝応急仮設住宅 22 

計 440

注： 太字は三春町復興住宅つくる会による建設 
   （ ）内は三春町復興住宅つくる会の担当分戸数 

計 440 
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三春における応急仮設住宅建設三春における応急仮設住宅建設

斉藤 柴 萩久保• 斉藤場上田 
– 16戸 完了・引渡済 

• 柴原萩久保

– 50戸 建設中 
• 1DK＝20㎡：3戸 

• 2DK＝30㎡：10戸 

2LDK＝40㎡ 3戸

• 1DK＝20㎡：10戸 

• 2DK＝30㎡：30戸 

2LDK＝40㎡ 10戸• 2LDK＝40㎡：3戸

• 中妻分館前 
15戸 完了 引渡済

• 2LDK＝40㎡：10戸 

• 旧中郷小学校 
19戸 建設中– 15戸 完了・引渡済 

• 1DK＝20㎡：3戸 

• 2DK＝30㎡：9戸

– 19戸 建設中 
• 1DK＝20㎡：4戸 

• 2DK＝30㎡：11戸• 2DK＝30㎡：9戸

• 2LDK＝40㎡：3戸 

• 2DK＝30㎡：11戸 

•  2LDK＝40㎡：4戸 
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斉藤場上田応急仮設住宅（7/11）斉藤場上田応急仮設住宅（7/11） 
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中妻分館前応急仮設住宅（7/11）中妻分館前応急仮設住宅（7/11） 
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柴原萩久保応急仮設住宅（7/11）柴原萩久保応急仮設住宅（7/11） 
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旧中郷小学校応急仮設住宅
（7/11） 
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旧中郷小学校応急仮設住宅旧中郷小学校応急仮設住宅 
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建設過程建設過程 

• 基礎 
– 松杭は不採用 

– メッシュ筋入りコンク筋 り
リート現場打ち 

• 小規模工務店のた小規模 務店のた
め杭打ち機がない 

• コンクリートは再生骨
材として再利用 
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建設過程建設過程 

• 柱梁の建て込み 
– 筋交い

• 屋根葺き屋根葺き 

• 断熱材張り 
タイ ム– スタイロフォーム 

– 外張り：30mm 
• 応募時は60mm 

– 次世代省エネ基準 
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建設過程建設過程 

小屋裏換気口• 小屋裏換気口 

• 透湿防風シート

– 外張り断熱外壁通気
工法工法 

19 

20 20 

- 10-



建設過程建設過程 
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建設過程建設過程 
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建設過程建設過程 

• 内装• 内装 
– 杉板張り 

燃ク– DKのみ不燃クロス 
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地域工務店による 
木造仮設住宅建設の問題点 
期 装 夫• 工期 

– プレファブ 約30日 

• 内装の工夫

– 設計：板落とし込み→現
場 板– 木造  約40日 

 

場：板張り 
• 屋根施工を優先 

梅雨時期

• 基礎の工期 
– プレハブ

– 梅雨時期 

• 筋交いを入れるなら工期
を考えると板張り 

プレハブ 
• コンクリートベース＋鉄骨 

• 松杭 

 

– 3～5日 

• 基礎コンクリート 
10日– 10日
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地域工務店による 
木造仮設住宅建設の問題点 

材料 般• 材料 
– プレカットの刻み期間 

– 一般的な地元の大工、
工務店 

地域の建材屋とつながり• 約1週間／20戸 

– 材木の供給体制 
東北 材木 供給地域

• 地域の建材屋とつながり
がある 

– 今回、田村森林組合に
• 東北は材木の供給地域

– 今回は問題がなかった 

– 東北6県をあわせた製

今回、田村森林組合に
相談 

• 地場産材での供給を目
指したが

東北6県をあわせた製

材用木材の生産量は
176万㎥ 

– 全国の17 2％

指したが・・・

– 日頃の付き合い 
各工務店が自分の材木全国の17.2％

– 設備・断熱材・建具 
• 特に問題なし 

• 各工務店が自分の材木
屋に発注した 

– 地場産材の保証は充

 
分か？ 
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地域工務店による 
木造仮設住宅建設の問題点 

戸建• 設計計画に時間がか
かる 

– 戸建て 
• 地形の高低差 

屋根はつながっている
– コミュニティ形成のため

の向かい合いタイプ 
南 北 プ を

– 屋根はつながっている 

– 柱芯で600mm離す 

• 福島=戸建て住まい 
• 南入り、北入りのプランを

つくる必要がある 

• 手間はかかるが、プレ

– 隣との騒音問題 

» 中途半端な戸境
防音より戸建て 手間はかかるが、プレ

ファブでは短期に対応で
きないので、現場でつくる
軸組工法の良さではある

防音より戸建て

» 地元大工の
意見で採用 

• 将来 復興住宅や罹災者軸組工法の良さではある 

 
• 将来、復興住宅や罹災者

公営住宅等の再建築に
対応できる 
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地域工務店による 
木造仮設住宅建設の問題点 

除室 整– 風除室 
• 基礎に土間コンを打った

ため 玄関内に土間があ

• 調整 
– 設計＋県＋地元 

ため、玄関内に土間があ
り、靴脱ぎ場が室内 

– 風除室は不要では？ 

• 特に土地所有者 
– 三春町に富江町、葛尾

村という他の自治体の
• 気密性が高く、玄関から

の吹き込みは少ない 
– 最近の北海道の公営

村という他の自治体の
被災民が入る中での調
整に時間がかかった 

検査に時間がかかる最近 北海道 公営
住宅は、風除室がない 

• 特に、南入りは玄関先の
軒で十分

– 検査に時間がかかる
• 業種によって担当が違う 

• 大災害時、県外の人が軒で十分

• 風除室と、外壁、外部建
具の取り合い 

大災害時、県外の人が
現地の土地勘がない 

• 検査に2～3日かかる 

– 時間がかかる 
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地域工務店による 
木造仮設住宅建設の問題点 

技術 自分なり くる• 現場技術 
– 大工毎の違い 

– 自分なりにつくる 
• 基礎断熱などの新しい技

術に疎い
• 完全に均一なものをつく

るのは困難 

使う金物が違う

術に疎い 
– 例えば、基礎断熱の端

部の処理を知らないの
で ちょっとぐらい図面– 使う金物が違う 

• すべてを共同発注にする
と、無駄遣いが増える 

で、ちょっとぐらい図面
と違っても簡単にして
納めてしまう 

気密性が上がっている
– 自分のものを自分で仕

入れて使うので、大切
に使う 

– 気密性が上がっている
現在、少しでもこのよう
な手を抜いた部分があ
ると そこでヒートブリッ

– やり方、建て方の順、納
め方が違う 

ると、そこでヒートブリッ
ジを生じ、結露する 

• プレファブの場合と違い、
この管理の部分が重要

 
この管理の部分が重要
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今後に向けての課題今後に向けての課題 

資材 計監 必 性• 資材 
– 東海、南海、東南海地

震を考慮

• 設計監理の必要性 
– 地域の大工、工務店は

規模な会社が多震を考慮 

– 材木 

小規模な会社が多い 

– 応急仮設住宅は短期に
大量に作る• 九州、東北とのネットワー

クを形成する必要 

– 設備 断熱材 建具等

大量に作る 

– 地域の気候風土に適し
た住宅設計から配置計– 設備、断熱材、建具等

• 製造工場の分散化 

• 技術レベル向上

た住宅設計から配置計
画までを行う必要がある 

完成後 退去• 技術レベル向上

– 断熱、省エネ等の新しい
技術の施工レベルをそ

– 完成後、退去     
→復興住宅建設 

• 修理、維持管理、技術的技術の施工レベルをそ
ろえる 

 

修 、維持管 、技術
な相談を行う必要 
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復興住宅建設に向けて復興住宅建設に向けて

産材 流通• 地場産材の流通 

• 地元の人材の活用 
– 地域経済の活性化 

• ワンストップサービスワンストップサ ビス

– スピード 

– 川上から川下の一体化川上から川下の 体化 

• 応急仮設住宅の転用 
運搬– 運搬

– 性能の担保 
• 基礎 屋根• 基礎、屋根 

34 

- 17-



- 18-



- 19-



- 20-



- 21-



- 22-



- 23-



三春町応急仮設住宅位置図（7 月 13 日現在） 
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 （住）－7－1 

７．東日本大震災における住宅の復興に関する一考察 

 
 

建築研究所住宅・都市研究グループ 

上席研究員 岩田 司 

 

 

１．はじめに 

2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分 18 秒、太平洋三陸沖

を震源として発生した東北地方太平洋沖地震にはじ

まる東日本大震災は、死者・行方不明者 26,247 人

（4 月 25 日 16 時現在：警察庁緊急災害警備本部）

にもおよぶ未曾有の大災害となり、当初の避難者は

434,000 人にも上った。現在でも避難所生活者は

2,518 箇所の避難所で 130,904 人（4 月 25 日 16 時現

在：警察庁緊急災害警備本部）にのぼっている。 

また同じく同本部によると、94,197 棟の建物が全

半壊や全半焼しており、8,675 棟が床上・床下浸水

を受け、214,985 棟が一部破損した。 

地震発生からおよそ 2 ヶ月が過ぎ、復旧活動が続

く中、各地で仮設住宅の建設が始められた。ところ

で、被災地域の大半は、人口減少、少子高齢化の進

行する地域であり、地域の活性化が必要である。農

漁業などの第一次産業だけでなく、建設産業も地元

の大きな産業であり、被害住宅の建て替えや罹災者

公営住宅の建設においては、地元の人材（工務店、

大工）の活用が望まれる。地元の人材を活用するこ

とにより、以降、建設された住宅の維持管理、ある

いは建て替えによって、永続的に地元の職場が確保

できる。また、それらを地元の資源（材木等）を活

用して建設することで、林業の活性化も期待できる。

こうして、地元の人材、材木といった資源を活用す

ることで、サステナブルなコミュニティの形成が可

能となる。 

そこで、今後被災地での復興に向け、被災者の生

活再建に不可欠な要素の一つである仮設住宅の建設

と、住宅の復興のあり方について、地域活性化の観

点を踏まえ、過去の大震災の例を参考に考察するも

のである。 

 

２．建物被害の種類と住宅の復興手法 

今回の建物被害は地震は次のように分類できる。 

 全壊  －建物自身の倒壊 

  －地盤の液状化による倒壊 

  －焼失 

  －津波による浸水、流失 

 一部損壊 －建物自身の損壊 

  －浸水 

住宅の復興を考えると、一部損壊に関しては、各

所有者が修理、修復をして住み続けることになる。 

全壊した住宅に関しては、建物自身の倒壊が個別

である場合には、各所有者が建て替えることになる。 

地盤の液状化による場合は、地盤改良などを行う

必要が生じる場合、個別に行うか、面的に行うかを

選択する必要がある。 

焼失地域については、その焼失の原因が狭隘道路

を持つ密集市街地であると判断される場合、狭隘道

路の拡幅やそのための区画整理などの市街地の基盤

整備を伴う住宅の再建が必要となる。 

今回の震災でもっとも特徴的な津波による流失し

た市街地においては、過去の津波被害を鑑みると、

50 年程度の間隔で、繰り返し被害を受けていること

から、高台への移転、津波に強い建物、市街地の建

設など、抜本的な対策が必要である。 

1933 年の昭和三陸大津波に対して、当時の内務省

は、被害大きな都市や集落（岩手県：20 町村 43 集

落、宮城県 15 町村 60 集落）に対し、国庫補助や低

利融資を利用した総合的な復興計画を立案した。

「三陸津浪に因る被害町村の復興計画報告書」（内

務省大臣官房都市計画課、1934 年）には、都市的集

落地、漁業集落に分け、計画方針が以下のように記

載されている。*1
 

 

計畫方針 

都市らしき形態を備ふる大聚落と漁業農業を生活中心とす

る小聚落との間には、其の防浪對策又は部落移轉計畫等につ

き自ら相異なる方針を採る可きである。  

I.都市的聚落地 

茲に都市的聚落地と稱するは釜石、山田、大槌、大船渡等

の如く都市的機構を有する市街地を指す。之等の都市的聚落

地は沿岸地方に於ける交通、經濟、教育等社會生活の中樞を

なす地方的中心市街地たるものである。  

1.敷地 

之等の市街地は、その位置が現在並に將來の繁榮に對して、

絶對に必要なる要素たる場合が多い。且又從來港灣其他の設

備の爲に多大の資本が投下されて居るが故に、假に斯の如き

市街地が津浪或は其の地の災害に依り全滅に頻せる場合あり

とするも、其の敷地が危險區域に在るの故を以て、直に附近

安全地帶に市街地を移轉するは、不可能である。以上の理由
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に依り都市的聚落地はその原敷地に復興するを本則とし、そ

の敷地内に就き土地の利用を工夫し、海邊に直接するを絶對

的要件とする運送業、倉庫、その他の建築物を除き、住宅は

後方安全なる高地に敷地を造成し移轉せしむ。  

2.道路 

市街地を中心とし、隣接市街地、附近聚落地との連絡を緊

密ならしむ司き路線を選定し、此等幹線道路を基準として、

市街地並に市街地たる可き土地に就き道路組織を整備す。其

幅員は非常時に於て避難或は防火の用に備へ得る最小限を保

たせる必要がある。後方高地に於ける集團移轉敷地と市街地、

並に海岸とは移轉者が日常の往復に不便を感ぜざる程度の連

絡道路を設ける必要がある。  

高臺の安全地帶に部落移轉を行ひ得ざる場合は現在部落より

後方高臺に逹する避難道路を設くる必要がある。  

3.防浪施設 

波高大ならず、家屋の流失倒壞區域廣大ならざる場合には、

津浪の浸水を逃れ得る程度に市街地の地上げを行ふ。之の場

合、盛土法面は練石積とし尚盛土天端に防浪壁を設くるを可

とす。臨港區域に於て、直接水面を利用する必要ある場合に

は、護岸の嵩上、補強を行ひ、遠淺の海面は之を埋立て後方

地帶に於ける波高並に衝撃力の減殺に資す。更に港灣に直接

する建築物は耐震、耐浪の構造たらしめ、後續木造建築物の

保護に備ふ。港灣施設として堅固なる防波堤を築造するの要

あるは勿論なり。 

II.漁農聚落 

沿岸部落は生業漁を主とし、農を副とするもの、又は漁業

のみに依るものあり。之等を茲に漁農聚落と總稱す。三陸沿

岸地方に於ける部落の大部分は之の形式のものなり。  

1.敷地 

漁農聚落に於ては住民の生業は主として漁業である。然し

ながら、必ずしも海岸に密接して居住するを必要とせず。日

常の作業に不便を感ぜざる程度の距離にして、相當の施設を

有するに於ては、安住の地に敷地を設くるは極めて望ましき

事である。殊に三陸沿岸地方に於ける漁農聚落の如く、環境

高峻なる山崖に圍まれたる支谷部に位置するものは、津浪の

災害最も悲慘なる部類に屬するを以て、部落敷地を附近高地

に移轉するは、他の如何なる防浪對策より勝れるものなり。

部落敷地の選定要項下の如し。 

・海濱に近きこと、 

・既住の津浪に於ける最高浸水線以上に位すること、 

・海を望み見得ること、 

・南面の高地なること、 

・飮料水の取得容易なること、  

2.部落の構成 

全部落高地移轉をなすものに在りては、部落構成の中心を

造成敷地に移し、町村役場、警察署、學校、社寺等公共的施

設は之を造成敷地の最高所に位置せしめ敷地の中心には部落

民交歡の用に供す可き小廣場を設け、之に接して集會所、共

同浴場等を設く。部落の一部移轉をなすものに在りては、部

落の構成は移轉戸數の多少に依り自ら異なる可きも、移轉敷

地は舊部落殘存戸數をも收容し得る面積を有する敷地を選定

し、殘存戸數の漸次高地移轉を可能ならしむる用意を須ひた

り。 

家屋の流失倒壞區域にして海濱に接する區域は、部落の共

同作業場として之を利用し又は倉庫、納屋、工場、事務所其

の他の非住家屋の建築地並に網干場、船曳場等として之を利

用するの途を講じたり。  

3.道路  

移轉部落敷地と共同作業場、海濱との連絡は部落生活に必

要缺く可からざる重要の施設なるを以て、充分の施設を行ふ

を要す。交通幹線(縣道、重要町村道)と新敷地との連絡道路

亦必要にして、縣道、町村道等の新設又は改修さるるものは

可成新部落敷地を連結せしむる樣路線の選定を行ふ。重要道

路は之を津浪の災害を被らざる高地に配置する必要あり。何

となれば、再び津浪に襲はれたる場合、救捐その他後方連絡

途絶し、部落民の糧道を絶つが如き事態を惹起することなか

らしむる必要あるのみならず、かかる公共工作物が屡々破壞

さるる損失を繰り返ヘすが如きは賢明なる策に非さればなり。  

4.防浪施設 

部落の高地移轉を行ふを得ざるものにありては、防浪堤、

護岸の築造、防潮林の植栽、避難道路の新設等を行ふ。 

以上の外、鐵道の敷設せらるるものある場合には安全なる

高地を利用す可きは勿論にして、特に鐵道驛の如きは新部落

敷地に接する等の考慮を必要とす。  

 

以上、掲載された方針は、おおむね以下のように

要約される。 

 都市的集落地 

これらの市街地は高度に集積しており、移転する

ことは困難である。そこで海辺に近いところは運送

業や倉庫に用い、後方の安全な高地に住宅を建設す

るといった土地利用計画を立てる。道路幅員は非常

時の避難や防火を考慮する。高台移転を行わない場

合は、後方高台に達する道路を設ける。 

 漁業集落 

集落を高地に移転させ、役場、警察、学校、社寺

などの公共。公的施設を最高所に移し、中心に広場

を設けて、集落の中心とする。 

 

これらは、現在提唱されている復興まちづくりと

ほぼ同じものであり、集落に中心性を持たせること

など、画期的な市街地整備計画が記載されている。

この計画に従って高所移転した住宅地の多くが、今

回の被災を免れているという報告が、様々な被災調

査でなされている。 

一方、現在提案されているまちづくり手法には、
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人工地盤や高層ビルの建設案などが見られる。これ

らの手法は、昭和三陸津波の時代にはない、現代的

手法であるが、現代社会は少子高齢社会、人口減少

社会にあり、仙台市を除いては、市街地の中心部で

も３階建て程度の建物が一般的である中で、単なる

市街地建物の高層化、堅牢化は困難である。それぞ

れの市街地の利用強度にあった、住宅の復興や、市

街地の復興プランが必要である。 

 

３．復興住宅の目指すべき姿 

住宅の復興においては、被害の種類に加え、建物

所有者の個別事情と、それに伴う判断が重要な要素

である。個別事情を以下に整理する。 

 住宅の種類 －戸建て住宅 

  －集合住宅 

 住宅の所有形態 －持ち家 

  －借家 

 居住者の属性 －一般世帯 

  －単身世帯 

  －高齢単身世帯 

  －高齢者のみ世帯 

  －体の不自由な人のいる世帯 

  －母子家庭などの生活保護世帯 

 復興資金 －地震保険に加入している 

  －地震保険に加入していない 

復興住宅の議論をするときに、低価格な住宅が求

められる場合が多い。中越地震による長岡市山古志

地区の復興住宅では、地域の大工とのワークショッ

プを通じて、将来増改築ができる未完成の住宅とし

て早急な住まいの再建に応えると共に、将来にわた

って地域の大工がメンテナンスしてゆける住まいと

することにより、震災後も地域の大工の生業が継続

できる住宅づくりを目的とし、地元の工務店、大工

が建設できる、地域の気候風土に合った 1,000 万円

程度の低価格な住宅の建設を目指した。 

山古志における復興住宅は、2 棟のモデルハウス、

36 戸の公営住宅として実現され、19 戸の自立再建

に採用された。 

ところで、最初自立再建者の負担低減を考え、相

当な低価格を目指したが、実際にはほとんどの世帯

が地震保険に加入しており、これほどの低価格での

建設自体には意味がなく、メーカー住宅による建設

も多く行われた。地元の資源（大工、工務店や材料

など）を活用した復興住宅の建設を促進するために

は、単に低価格な住宅建設のみを目指すのではなく、

地震保険に加入している、いないといった、準備で

きる復興資金にあわせた住宅の復興手法を用意する

必要がある。 

また、昨今住宅の省エネルギーや、健康住宅への

関心が高まっており、たとえば地元の木材を使いな

がら、省エネルギー技術を用いた自然素材を活用し

た自然志向、健康志向の高性能住宅のニーズは高い

ものと考えられる。地元の資源を最大限に活用した

復興住宅の建設を促進するためには、これらを見据

えた復興住宅の提案が必要である。 

さらに、最近は小規模世帯が多くなっている。一

般に東北の地方部では住宅規模が大きい。これは寒

い地域での大規模家族に対応したものであるが、住

宅のミスマッチ問題に見られるように、大きな住宅

に高齢者世帯のみで住む場合が多くなっており、住

宅の維持管理に困窮している場合もある。また大規

模な住宅では特に冬期の暖房エネルギーの消費量が

多くなる。 

従って、住宅は居住者の属性に見合ったものを提

案する必要がある。特に、小規模であることは、エ

ネルギーの消費量の低減にも役立つ。一方で現代の

人々が求める高性能、高機能な住宅はどうしても費

用がかかる。早期の住宅の復興のためには、まず小

規模な核となる省エネルギーな高性能住宅を作り、

子供が大きくなるなど、将来増築する可能性ができ

たときに増築できるような住宅の提案が必要である。

このようなシステムは、将来子供が独立した後、高

齢者になった際に不必要に大きな空間を維持管理せ

ざるを得ないような状況を避けることにもつながる。 

 

４．罹災者公営住宅を活用した生活再建とまちづく

り 

集合住宅、借家の場合には、所有者による住宅の

復興が求められるが、罹災者公営住宅の活用も考え

る必要がある。山古志の場合でも写真 1 にあるよう

な罹災者公営住宅が、地元の大工を中心としたワー

 

写真 1 山古志における復興住宅の例 

（桂谷団地・罹災者公営住宅） 
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クショップを通じて作成された山古志の復興住宅の

仕様に基づき建設された。 

この罹災者公営住宅は、住宅の復興の際のモデル

となったほか、自力再建が困難な人の住宅となって

いる。 

ところで、前掲の「三陸津浪に因る被害町村の復

興計画報告書」にもあるように、高地に役所、学校、

病院、福祉施設などを移設するとともに、罹災者公

営住宅を建設し、この罹災者公営住宅に自力再建が

難しい高齢者、体の不自由な人、母子家庭などの生

活保護世帯を優先的に入居させ、災害時の弱者の保

護を行えるようにする。また、この部分は地震、津

波の際の避難場所ともあることができるよう建設す

る。これにより、いざという時のための安全なまち

づくりを行う。 

建築研究所が行った「人口減少社会に対応した都

市・居住空間の再編手法に関する研究」（平成 18～

20 年度）、及び「地域が担い手となり得る良好な生

活環境の維持・創出手法に関する研究 ～自立型地

域運営手法の構築～」（平成 21～22 年度）では、人

口減少、少子高齢社会では、福祉などの公共サービ

スや管理すべき空間が増え、より身近な行政サービ

スの質、量とも増加する傾向にある。一方町村合併

が進むと、どうしても役所が遠くなり、密度の高い

行政サービスが困難となる場合がある。特に過疎化

の進む農村部などの地区では、この問題は深刻であ

り、建築研究所のこれらの研究の中では住民自らが

地域運営の担い手となるための提案が行われ、その

ために各地区に核となる公共サービスの拠点を置く

必要性が指摘されており、その手法についての調査

研究が行われた。 

具体的には福島県会津坂下町において、約 500 世

帯の塔寺地区における「コミュニティ役場」、江別

市大麻団地における「まちづくりまかない会社」な

どの提案が行われている。 

この公共・公益施設と罹災者公営住宅がセットに

なった建設は、このような地区の核としての機能を

もつことができ、人口減少、少子高齢社会における

現代社会にふさわしい新しい公共、公益サービスを

提供する場所となる可能性がある。 

 

５．空き地、空き家の活用と住宅の復興 

一方、元々空き家であった住宅、震災を機会に空

き家となる住宅もある。また津波被害にあった地域

 

図 1 福島県市町村別避難世帯と空き家活用（ボランティア住宅）の可能性 
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を中心に空き地となる土地もある。これを建物の被

害状況や、被災者世帯の行動別に、震災後の住宅や

都市がどのようになるかを整理してみた。 

 パターン①：住宅は無事（または修理可能）で、

そのまま住み続ける。 

 パターン②：住宅は無事（または修理可能）だ

が、世帯は外の地域に移住して空き家になる。 

 パターン③：住宅は全壊したが、自力建設で新

しく住宅を建て直し、住み続ける。 

 パターン④：住宅は全壊し世帯は他の地域に移

住する。残った土地は空き地になる。 

②の場合、空き家が発生し、④の場合空き地が発

生する。 

②の場合の一例として、高齢者など、住み続ける

ことが困難な人に罹災者公営住宅に入居してもらい、

積極的に空き家にして、一般世帯に貸す、あるいは

売却するなどによって、住宅のミスマッチや住宅を

失った被災者に住宅を提供する。 

④の場合、津波で流出した場合が多いと考えられ

るが、再び津波被害に遭う場合が想定され、移転補

償などによって復興計画に従い移転を行い自力で住

宅を再建するか、②の空き家などを借りる、あるい

は購入することが考えられる。あるいは高齢者など

で自力再建が困難な場合は、罹災者公営住宅に入居

する。残った土地は、復興計画実現のための種地と

して活用する場合が想定される。 

このように、それぞれの居住者の事情を考慮した

上で、空き家、空き地を有効に活用するシステムを

つくることが必要である。 

また、空き家については地域を超えての空き家活

用のシステム構築も検討されている。 

たとえば、「ひとりじゃないよプロジェクト・福

井実行委員会」では、被災者を受け入れるボランテ

ィア住宅の募集を行っている。これは、募集に応じ

た空き家になっている一戸建て・アパートを、地域

のボランティアが清掃、修理し、被災者に一定期間

貸し出すものである。これは福井県での募集であり、

あくまでも一時利用であるが、募集 2 週間で約 800

戸の物件が集まった。福井県 27.5 万世帯の約 0.03％

に当たる。図 1 はこのデータを元に、福島県内の各

市町村でボランティア住宅となる数を推計したもの

である。赤く塗られた市町村は、福島第 1 原子力発

電所の影響で避難している地域である。 

赤く塗られた地域外での空き家数は 93,940 戸*2で

あるが、ボランティア住宅の可能性のある住宅戸数

は推計で 2,428 戸となる。現在福島県で必要とされ

る仮設住宅の戸数は 14,000 戸と推計されている。仮

設住宅ついての可能性もあり、またそれぞれの市町

村にゆかりのある人にとっては、新たな移住先とな

る可能性もある。これらの空き家を修理して活用す

ることは十分可能であろう。 

 

６．木造による仮設住宅の可能性について 

阪神淡路大震災では、避難者数は 30 万人（ピー

ク時）を数え、25 万棟（約 46 万世帯）におよぶ住

宅が全半壊し、仮設住宅が 49,681 戸*3建設された。

今回の震災では約 72,000 戸の仮設住宅が必要とされ

ている。これまでのプレハブ住宅による仮設住宅建

設のみでは必要数を確保できないことから、輸入仮

設住宅や地元建設業者による木造仮設住宅の建設が

予定されている。 

この中で、福島県では、必要とされる応急仮設住

宅 14,000 戸に対し、プレハブ住宅による仮設住宅供

給が 10,000 戸程度であることから、残り 4,000 戸を

対象として、応急仮設住宅の早期の供給促進と県産

材、県内企業の活用を図るため、県内に本店を置く

建設事業者に対し応急仮設住宅の建設を公募した

（公募期間：2011 年 4 月 11～18 日）。 

これにより 12 団体が選定され、木造 2,780 戸、木

造（パネル）220 戸、木造（丸太組）500 戸、鉄骨

造（ユニット）150 戸、鉄骨造（プレハブ）350 戸、

計 4,000 戸が、建設される予定である。 

また岩手県住田町では、地場産材である気仙杉を

使った仮設住宅（写真 2）を 110 棟（一部完成）建

設する。 

これらの木造仮設住宅の中には、将来の復興住宅

への転用を提案しているものもあり、復旧から復興

にかけて、地域の活性化に資する取り組みが、住宅

建設によって行われることになる。 

 

 

 

 

写真 2 岩手県住田町の木造応急仮設住宅 
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 （住）－7－6 

７．東北地方復興住宅支援の連携の可能性 

東北地方は、我が国の中でも有数の住宅用木材の

産地である。東北 6 県をあわせた製材用木材の生産

量は 176 万㎥*4にもおよび、全国の 17.2％を占めて

いる。特に今回被害の少ない日本海側は日本でも有

数の住宅用木材である秋田杉の産地であり、太平洋

側の被災地への木材の供給地帯として期待される。 

一方で、東北地方は東北縦貫道や東北新幹線など、

南北方向の連携は強いが、日本海側から太平洋側へ

とつなぐ横のラインが弱いといわれている。 

そこで、この横のラインを強化するためにも、こ

れら日本海側の地域の建築家や木材関連業者が被災

地の建築関連業者や被災者と連携し、住宅の復興に

東北の人材、東北の地場産材を活用し、地域の住文

化に根ざした高性能で高機能な復興住宅建設システ

ムを構築して、地域の活性化と持続できる社会の実

現を図ることが必要である。 

これら一連の住宅の復興における活動と、復興ま

ちづくりが結びつくことが、真にサステナブルな社

会が大震災を乗り越えて実現するために最も重要で

ある。一日の早い被災地の復興と、これによる新し

い日本の地域社会が実現できることを切に希望する

ものである。 

 

                                                             
*1

 津波デジタルライブラリィ（津波デジタルライブラリ

ィ作成委員会 http://tsunami.dbms.cs.gunma-u.ac.jp/）よ

り抜粋 
*2

 平成 20 年度住宅土地統計調査 
*3

 プレハブクラブホームページ（社団法人プレハブ建築

協会 http://www.purekyo.or.jp/measures/index.html）よ

り 
*4

 平成 21 年度木材統計調査による 

 

図 2 東北地方復興住宅支援連携のイメージ 
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